（サンプル）債務承認並びに債務弁済に関する契約書

債権者・株式会社○○○○（以下、「甲」という。）と債務者・株式会社○○○○（以下、「乙」という。）とは、乙の債務に関して次のとおり契約する（以下「本契約」という。）。

第１条（債務の承認）

乙は、甲に対し、○○○○年○○月○○日付業務委託契約（以下、「原契約」という。）に基づき、本日現在、金○○○万円の支払債務を負担していることをここに承認する。

（原契約の表示）

内容　　　　　　○○○サイト開発及び○○システム保守業務委託契約

当事者　　　　　（甲）○○○○　　（乙）○○○○

代金額　　　　　　金○○○○万円　　（第○○条）

弁済時期　　　　　○○○○年○○月○○日限り（第○○条）

第２条（債務の弁済方法）

乙は、前条の債務を、甲に対し、以下のとおり分割して弁済するものとする。

（１）○○○○年○○月○○日限り　金○○○○万円

（２）○○○○年○○月○○日限り　金○○○○万円

（３）○○○○年○○月○○日限り　金○○○○万円

第３条（遅延損害金）

乙が、本契約第２条に規定する債務の弁済を怠った場合は、甲に対し支払期日から完済の日まで年○○.○％の割合による遅延損害金を付して支払わなければならない。

第４条（期限の利益の喪失）

乙は、次の各号の一つでも該当した場合、甲より何ら催告がなくとも当然に期限の利益を失い、甲に対し直ちにその債務を弁済するものとする。

（１）本契約に定める債務の弁済を一度でも怠ったとき

（２）破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始の申立若しくは、特別清算開始の申立があったとき

（３）自ら振出しまたは引受けた手形・小切手について、不渡り処分を受けたとき

（４）監督官庁より業務停止または事業免許若しくは事業登録の取消し処分等を受けたとき

第５条（通知義務）

乙は、合併、事業譲渡等の乙の組織に関する重要な変更や、会社代表者、商号、本店所在地、主要株主、その他乙の経営上重要な事項についての変更が予定される場合には、あらかじめ甲に対し、書面により通知しなければならないものとする。

第６条（公正証書化）

乙は、本契約締結後、甲の請求がある場合には、乙の費用負担により、直ちに本契約上の債務について、執行認諾約款を付した公正証書を作成することに同意する。

第７条（管轄裁判所）

この契約に係る訴訟については、○○裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所とする。

以上、本契約の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。
平成○○年○○月○○日

（甲）

住所○○○

株式会社○○○

代表取締役○○　○○　印

（乙）

住所○○○

株式会社○○○

代表取締役○○　○○　印

